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　農水省総合食料局によると、2006/2007年度の世界の穀物生産量は20億8649万
トンであるのに対し、穀物消費量は21億391万トンであり、前年に引き続き消費
量が生産量を上回っています。世界的な石油価格の上昇と、バイオエタノール
需要のもとで、トウモロコシ価格が上昇しつつあり、世界の穀物価格の上昇に拍車がかかっています。
　長期的な世界の人口、穀物消費量は増加傾向にあり、一人当たりの耕作面積や穀物在庫率は低下傾向に
あります。世界の人口は、発展途上国を中心に大幅に増加し、現在の65億人が2015年には72億人、2050
年には91億人に達すると見込まれています。また、今後、発展途上国でも畜産物の消費が拡大すること
が予想されますが、畜産物の生産には大量の飼料穀物を必要とすることから、今後、世界の食料需要は
大幅に増加するものと見込まれます。一方、食料の供給については、今後は、農用地面積の拡大に限界
があること、砂漠化の進行や水資源の需要増などの深刻化により、生産の大幅な増加は困難となるおそ
れがあります。農業生産は、生産量の変動や生育期間の問題から、国際的な需要の変動に即座に対応す
ることが困難ですし、農産物は、基本的には、まず生産国の国内消費に仕向けられることや貯蔵性の問
題もあり、鉱物資源や工業製品と比べて貿易率が低い傾向にあります。したがって、長期にわたってわ
が国の食料を確保するためには、一定の自給率を維持しておくことが必要と考えられます。世界の各国
は、米国（128%）、フランス（122%）等はもとより、ドイツ（84%）、イギリス（70%）、あるいはスイ
ス（49%）等の諸国においても高い食料自給率が確保されていますが、わが国の食料自給率は低下を続
け、昨年の発表ではついに39%となりました。農水省では、平成27年度に食料自給率を45%まで回復
させる計画を立てています。食料自給率の維持・向上に向けた、生産、流通、加工、消費の各段階、農
業、流通、食品加工、行政、教育研究、家庭等の各方面の努力が必要とされています。
　食品総合研究所では、昭和９年の設立以来、食料の品質や利用に関する研究を行ってきました。最近
では、当食品素材科学研究領域においては、１）米の加工利用に関する共同開発（玄米雑炊、膨化発芽
玄米粉末、酵素含有の機能性米菓）、２）米の流通段階での適正表示のためのDNA判別の研究（品種、
産地、醸造酒原料の判別）、３）米の食味評価技術の開発（多面的物理化学評価技術や糊化老化試験装
置などの評価装置、DNA食味推定技術等）などの研究開発を行ってきました。食料研究以外にも、糖
質素材の特性解明および利用技術の開発、食品蛋白質の構造解析や利用特性の解明、脂質素材の生理機
能性の解明や、トランス脂肪酸の分析方法と低減技術等に関する研究等を行っています。
　今後の研究開発目標としては、１）澱粉等の食品素材の生合成や分解機構に関する基礎研究、２）食料
としての特性の科学的解明、３）安全性を確保した加工食品の開発、４）健康の維持・向上に役立つ機能
性解明と新食品の開発、５）食品表示への信頼性確保に役立つ技術の開発、６）各種の調理や加工に有
用な食品素材の開発および原料適性の向上、７）食育の推進や高齢社会に対応する調理や加工食品の開
発、８）東アジアを中心とする食品産業の海外進出の推進に役立つ加工技術の開発等が挙げられます。
　こうした食品素材に関する研究の推進には、専門の異なる所内の研究グループとの連携や、所外の大
学、農業者、食品企業等との連携協力が不可欠です。社会のニーズを見据えながら、研究開発に取り組
んでいくことが望まれています。

食品素材科学研究領域長　大坪　研一

食料問題と関連研究
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１．はじめに
　国際食品規格委員会（Codex Alimentarius 
Commission：以下 CAC）は、食品の輸出入に係
わる試験所の条件として、① ISO/IEC 17025（試
験所及び校正機関の能力に関する一般要求事項；
通称、試験所認定）への適合、②適切なプロフィ
シエンシィテスティングへの参加、③妥当性が確
認された方法の使用、④内部品質管理の実施の４
点をガイドライン（CAC/GL27 -1997）１）に挙げて
いる。国内では食品衛生法上の食品検査機関の指
定制度が、16年度から任意登録制に移行され、プ
ロフィシエンシィテスティングへの参加などの所
定の条件を満たす試験所は登録可能になった２）。
今後、一般の食品分析試験室にとっても、分析値
の品質保証の観点から CACの試験所の条件を満
たすことが必要になってくると考えられる。
　食品分析のプロフィシエンシィテスティング
は、FAPAS３）など海外の事業者が提供している
プログラムが多い。国内では、㈳日本分析化学会
による年１回実施のもの４）、㈶食品薬品安全セン
ター秦野研究所による年６回実施の理化学調査の
もの５）と年５回実施の微生物調査のもの５）が知ら
れているが、分析対象の食品・成分に限りがあ
る。そこで、食品からの摂取量低減のための行政
的施策が実施中であるカドミウムについて、国内
で関心の高い米をマトリックスに選択し、主要ミ
ネラルも対象成分に加えたプロフィシエンシィテ
スティングを18年度から３年間の予定で実施して
いる。

２．プロフィシエンシィテスティングとは
　JIS Q0043 -1：1998では、プロフィシエンシィ
テスティング（profi ciency testing）を「試験所
比較による試験所の実績の評定」と定義し、「技
能試験」と訳している。プロフィシエンシィテス
ティングには何種類かあるが、一般的な流れを紹
介する。プロフィシエンシィテスティングでは、
試験実施者が試料名及び分析対象成分を公表して
参加試験所を募集する。次に、試験実施者は均
質な試料を参加試験所に配付し、各試験所は分析
対象成分を得意な分析法で測定して結果を報告す
る。測定は何回行っても良いし、異なる分析法で
測定しても良いが、通常は試験所の代表値を決め

て一つの分析対象成分について測定値は一つだけ
報告する。そして、試験実施者は各試験所から集
まった測定値を解析して報告書を作成する。報告
書では試験所名はコード化しており、各試験所は
自分のコードしか通知されない。参加試験所は、
報告書に記載された自分の測定値の評価結果か
ら、測定値に問題がないか知ることができ、問題
がある場合は分析法の改善を検討する。この一般
的なプロフィシエンシィテスティングで発見でき
る問題は、測定値のかたより（バイアス）の大き
さである。
　食品衛生法上の食品検査機関は、調査項目毎
に年１回以上の技能試験参加が義務付けされてお
り６）、農林水産省の「サーベイランス・モニタリ
ングの計画・実施及び結果の評価・公表に関す
るガイドライン」７）の中の分析報告書及びWHO
の GEMS/FOOD（食物中の化学物質汚染を対象
とした監視計画）８）の中の分析法・分析値の品質保
証・サンプリングに関する質問票（Codex に提
出する分析データもこの質問票の利用が勧奨され
ている）では、過去２年以内のプロフィシエンシィ
テスティング参加の有無を回答する必要がある。

３．18年度の実施状況
　配付した精米粉末試料は、（独）産業技術総合研究
所が18年度に製造した候補標準物質である９）。約
20ｇの試料は12月20日に59試験所に配付し、報告
の締切りは19年２月15日とした。カドミウム及び
水分の報告は必須とし、他のミネラルは任意とし
た。測定結果は57試験所から返送された。
　統計解析の手順はプロフィシエンシィテスティ
ングに関するハーモナイズドプロトコル10）に従っ
た。報告された測定値は、以下の式を用いて zス
コアを計算して評価する。

　　

 ここで、 zは標準正規分布（平均値 =0、標準偏
差 =１）に従う確率変数、 xは試験所の報告した
測定値、 は付与された値（assigned value、技
能試験の結果から求めた代表値）、 pはHorwitz
の式11,12）に付与された値を代入して求めた室間再
現標準偏差である。 zスコアは、標準正規分布の
性質として－2 ～＋2の範囲内に95％の確率で入

食品分析・標準化センター　内藤　成弘

精米粉末中カドミウム及び主要ミネラルの
プロフィシエンシィテスティング



― 3 ―

― 食総研ニュース　No.20（2008） ―

る。そして、プロフィシエンシィテスティングに
関するハーモナイズドプロトコル10）では zスコア
を、  2 のとき測定値は受け入れ可能、 2 3
のとき測定値は疑わしい、 3のとき測定値は検
討が必要と判定する。
　解析結果の要約を表１に示す。カドミウムと
マンガンの結果は、 zスコアの絶対値が２以下の
確率が95％と97％であり、統計的に期待される
95％に近い結果が得られ問題はなかった。これ
ら２成分以外については、 zスコアの絶対値が２
以下の試験所が85％以下と低く、測定値が疑わ
しいか、検討が必要な試験所数が統計的に期待さ
れる数よりも多くて問題のある結果であった。特
に、ナトリウムは20個の測定値のうち７個が15 
mg/kg ･ fw 以上の高い値であった。ナトリウム
は実験室内でコンタミネーションする恐れがある
と食品分析の専門書13）で注意しているが、コンタ
ミネーションが疑われる高めの値を報告した試験
所が全体の1/3と多かった。また、水分測定値も
ばらつきが大きかった。水分値の全データの中央
値は6.3％であり、均質性確認のときの6.7％に近
い値であった。しかし、外れ値になった1.5％と
2.8％を除いても最小値が4.9％、最大値が7.8％と
変動幅が広く、95℃・８～ 16時間の常圧通風加
熱乾燥法の測定条件の見直しが必要な結果であっ
た。
　本プロフィシエンシィテスティングの結果から
も、分析値の品質保証のために定期的な点検が必
要なことは明らかである。

４．今後の予定
　19年度は10月15日に試料を配付し、12月14日に
報告を締め切っており、20年３月末までに報告書
を作成する予定である。20年度についてもこのプ
ロフィシエンシィテスティングを継続する予定な
ので、多くの試験所に参加していただきたい。特
にカドミウム以外の成分は報告が少ないが、疑わ
しい測定値がカドミウムよりも多いため、できる
だけ多くの報告をお願いしたい。21年度以降は継
続する方向で検討中である。

５．謝辞
　本プロフィシエンシィテスティングは、農林水
産省の「安全で信頼性、機能性が高い食品・農産
物供給のための評価・管理技術の開発プロジェク
ト」の予算で行った。配付試料に用いた精米粉末
の候補標準物質は、（独）産業技術総合研究所が平成
18年度中小企業産業技術調査等委託費「食品分析
精度管理用標準物質の研究開発」によって製造し
た。精米粉末試料をご提供いただきました（独）産業
技術総合研究所に厚く感謝致します。
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表１．精米粉末の候補標準物質を用いたプロフィシエンシィテスティング結果の要約

分析対象成分 参加試験所数 外れ値除去後の
有効データ数

付与された値
（mg/kg ･ fw）

|zスコア|≦2
の試験所数

|zスコア|≦2
の率（％）

|zスコア|>3
の試験所数

カドミウム（Cd） 59 58 0.1777 56 95 0
ナトリウム（Na） 20 14 5.81 6 30 13
カリウム（Ｋ） 24 21 1300 19 79 3
マグネシウム（Mg） 29 25 504 22 76 6
カルシウム（Ca） 25 18 60.98 17 68 7
リン（Ｐ） 20 18 1629 17 85 2
鉄（Fe） 25 23 4.94 22 88 2
亜鉛（Zn） 36 32 19.31 29 81 6
銅（Cu） 34 30 1.78 28 82 4
マンガン（Mn） 30 30 8.24 29 97 1
注）グレーの行の成分はハーモナイズドプロトコルの手順で付与された値を決定できなかったため参考値。
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はじめに
　2006年１月に米国とカナダで、加工食品中のト
ランス脂肪酸量の表示が義務化されたことで、日
本においてもトランス脂肪酸「問題」が取り上げ
られるようになってきた。厚生労働省、農林水産
省、内閣府食品安全委員会などの政府リスク管理
機関は、日本人のトランス脂肪酸摂取の調査や健
康への影響についての情報収集、発信を続けてい
る。昨年６月、食品安全委員会が、最新の日本人
のトランス脂肪酸摂取量は、国際機関等が勧告し
た摂取基準値内であると公表して以来、トランス
脂肪酸問題は、再び潜在化したように見える。

トランス脂肪酸とは
　脂質を構成する不飽和脂肪酸の二重結合は、生
物の合成酵素の特性上、大部分がシス型をしてい
る。この二重結合部分が、トランス型をしている
脂肪酸を「トランス脂肪酸」という。油脂の水素
添加加工工程、粗油の精製過程、および反芻動物
の胃内に存在する微生物によって、トランス脂肪
酸は食品中に含まれるようになる。2006年のコー
デックス委員会で、「トランス脂肪酸とは、共役
二重結合がなく、少なくともひとつ以上のメチレ
ン基によって隔離されたトランス型の炭素－炭素
二重結合のある不飽和脂肪酸のすべての幾何異性
体」と定義された。食品の脂質には多様な不飽和
脂肪酸が含まれているが、実際には、炭素数18の

食品素材科学領域　上席研究員　都築和香子

食品に含まれるトランス脂肪酸

３種の不飽和脂肪酸がトランス脂肪酸測定対象で
ある。不飽和脂肪酸の二重結合がシス型からトラ
ンス型に変換すると脂質分子の立体構造が大きく
変化するため、その物性が異なる。例えば、オレ
イン酸（シス型）の融点は、約13.4℃であるが、
そのトランス型であるエライジン酸は、融点が約
46.5℃になり、食品加工特性に有利な物性を発揮
する（図１参照）。

トランス脂肪酸の健康への影響
　トランス脂肪酸の主要な摂取源は、部分水素添
加加工油脂（部分水添油または硬化油）、肉類や
乳製品および精製油である。このうち部分水添油
は1970年代に、マーガリン、ファットスプレッド、
ショートニング、揚げ油等へ利用が拡大し、加
工食品、菓子類に広く含まれるようになった。当
時、欧米諸国では、飽和脂肪酸による循環器系疾
患への悪影響が指摘されており、トランス脂肪酸
を多く含む部分水添油は、飽和脂肪酸の代替品と
して重宝された。ところが1990年頃から、今度は
トランス脂肪酸の過剰摂取による健康への悪影響
が議論され始めた。特に、欧米諸国で計14万人と
10年の歳月を費やした４つの大規模疫学調査結果
から、トランス脂肪酸の過剰摂取が、冠動脈性心
疾患のリスクを高めることが推定された。その後
の疫学的調査やヒト介入試験により、トランス脂
肪酸の過剰摂取と、脂質代謝系への悪影響、血管
炎症の促進、内皮細胞の機能不全の誘発などとの
関連性が示唆されている。

トランス脂肪酸摂取事情
　様々な疫学研究やヒト介入試験の結果を基に、
WHO/FAO合同専門家会合は2003年に「トラン
ス脂肪酸摂取量は、最大でも一日当たりの総エネ
ルギー摂取量の１%未満」となるよう勧告した。
2007年の食品安全委員会の報告では、日本人のト
ランス脂肪酸の平均的摂取量は、総エネルギー摂
取量の0.3－0.7% と推計された。また、トランス
脂肪酸摂取のうちの約７割を部分水添油脂から、
約２割を肉および乳製品から、約1割を精製油か
ら摂取していると推定した。1994－1996年、米国
およびEUの14カ国の調査では、米国人は当時総
エネルギー摂取量の2.6%、EUの14ヶ国では、男
性で0.5－2.1%、女性で0.8－1.9% に相当するトラ
ンス脂肪酸を摂取していると推定された。この
後の追跡調査では、EUの多くの国では、トラン

図１．大豆油とその部分水素添加加工油
　　　１．トランス脂肪酸含量　 0.6％
　　　２．トランス脂肪酸含量　 7.5％
　　　３．トランス脂肪酸含量　20.1％

１     ２     ３
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ス脂肪酸摂取量が減少傾向にあった。米国でも、
2006年のトランス脂肪酸の表示義務化の効果が出
てきたという最近の報告もある。

日本におけるトランス脂肪酸の疫学的研究
　日本人を対象としたトランス脂肪酸の大規模な
疫学研究等はほとんどない。このため、トランス
脂肪酸の健康に対する影響については、欧米で行
われた調査研究を参考にすることになるが、過去
の疫学調査で調べられたトランス脂肪酸摂取レベ
ルは、現在の日本人のトランス脂肪酸摂取レベル
より高い。また、日本人と欧米人では、摂取する
脂質全体の量と質に差異がある（図２参照）。

①　心疾患死亡率　　　　　　　　　　　　
　　　アメリカ合衆国　37.3％　　（2003年）　死亡原因１位
　　　日　本　　　　  18.3％　　（2002年）
②　脂質エネルギー比率（総摂取エネルギーに対する）
　　　アメリカ合衆国　30－35％
　　　日　本　　　　  24－ 29％（30％以下を推奨）
③　全脂質に対する飽和脂肪酸の割合
　　　アメリカ合衆国　13.7％　   
　　　日　本　　　　　 7.3％　  （両国とも10％以下を推奨）

図２．日本人と米国人との人種、食生活等の差異

総摂取エネルギーに対する脂質エネルギー比率、
飽和脂肪酸摂取量などのバックグラウンドの異な
る人種間で、トランス脂肪酸摂取量だけを比較し
て、そのリスクが同様に反映するのか。今後も、
日本においてトランス脂肪酸問題の大規模疫学研
究が行われる可能性は低いが、日本人の食生活に
則したトランス脂肪酸の健康への影響について独
自の情報をもっと蓄積する必要がある。

食総研でのトランス脂肪酸研究
　当該研究室では、平成17年度から、農林水産省
の高度化事業「トランス脂肪酸およびクロロプロ
パノールの摂取量に関する調査研究」を開始し、
揚げ物調理に伴うトランス脂肪酸生成について調
べた。また、農林水産省の委託プロジェクト「安
全で信頼性、機能性が高い食品・農産物供給のた
めの評価・管理技術の開発」では、トランス脂肪
酸分析法の改善を検討した。これまでに部分水添
ナタネ油の C18：1脂肪酸のシス型とトランス型
を高速液体クロマト法で完全に分離する方法を確
立した（図３参照）。この方法を応用すれば、未
同定のトランス脂肪酸の構造解析も可能になる。

ハイリスクグループの存在
　食品安全委員会の調査報告では、平成18年度に
おける386品目の市販食品についてトランス脂肪
酸含量を計測している。このうち、菓子類88品目
のトランス脂肪酸含量の平均値は、0.96%（全脂
質量が100% としたとき、以下同様）である。中
にはトランス脂肪酸含量が7%以上、12%以上の
菓子もあるが、73品目の菓子のトランス脂肪酸含
量が１%以下であるために、トランス脂肪酸高
含量の菓子の存在が曖昧になっている。日本人一
人当たりのトランス脂肪酸の平均摂取量について
も同様に、トランス脂肪酸高含量食品を高頻度で

摂取するハイリスクグループの存在が、トランス
脂肪酸摂取量の少ない大勢によって霞んでしまっ
ている危険性がある。食品安全委員会も「偏った
食事をしている場合などでは、平均値を上回る摂
取量となる可能性がある」と警告している。今後、
トランス脂肪酸摂取量の高いハイリスクグループ
の存在を検知できる視点を持った調査研究も必要
と考える。

終わりに
　米国食品医薬品庁（FDA）は、トランス脂肪
酸含量の表示義務化（図４参照）により、米国の
冠動脈性心疾患の症例が毎年600-1200件減少する
と予測している。一方、トランス脂肪酸使用量を
減らすために、部分水添油脂から飽和脂肪酸含量
の多い熱帯性植物油脂への使用変換を図っている
米国のファーストフード店もある。トランス脂肪
酸摂取量を減らしても飽和脂肪酸摂取量が高くな
るならば、油脂の歴史を遡るようで、油脂による
健康問題は依然解決しない。ここにも、一筋縄で
は解決できないトランス脂肪酸「問題」の一面が
ある。
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図３．HPLC法による部分水素添加ナタネ油C18:1
　　　シス型とトランス型の分離

図４．2007 年 5月カナダで購入したビスケットの
　　　栄養表示ラベル
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１．はじめに
　糖質（炭水化物）が生命活動を維持していく
上で必要不可欠なエネルギー源となっているのは
我々ヒトに限ったことでなく、微生物においても
同様である。糖質を利用する能力（資化能）は、
微生物分類の指標の１つとして使われてきたよう
に、微生物の種類によって様々である。特に、植
物病原菌は植物の構造体を自らの栄養源として取
り込むために、独自の代謝系を進化の過程におい
て獲得してきたものと考えられる。稲藁等の未利
用バイオマスの有効活用が求められている昨今、
植物病原菌が有する糖代謝経路や酵素の解明を進
めることは、バイオマスの利活用にも大いに役立
つものと考えられる。
　著者らは、未利用バイオマス資源からキシリ
トールを発酵生産する方法を開発する過程で、植
物病原菌の１種である Pantoea ananatisよりキシ
リトールの代謝に関係すると考えられる遺伝子群
（オペロン）を単離したので、以下に紹介する。

２．変異体の単離
　P. ananatisは、以前は Erwinia uredovoraと分
類され、カロテノイドを合成することから、そ
の生合成系がよく研究されてきた。本菌のキシリ
トール資化に関する研究は、1980年代に、Doten
と Mortlock により、キシリトール資化性菌とし
て土壌中より単離されてきたのが最初である１）。
面白いことに、野生型とされる P. ananatisはキ
シリトールを資化できないが、キシリトールを唯
一の炭素源として含む培地上で培養すると、数週
間後にキシリトールを資化する変異体が現れてく
る。さらに、Doten らは、このキシリトール資化
性のP. ananatisから、トランスポゾン変異により、
キシリトール資化能を失った変異体を作成してい
る。当初、著者らはこの変異株を入手し、トラン
スポゾン・タギングによる遺伝子の単離を試みた
が、トランスポゾンが染色体の複数箇所に挿入さ
れていることが判明したため、新たに変異株を作
成することとした。
　キシリトール資化性株は、Doten らと同様、キ
シリトールを含む最小培地を用いた自然変異に
より取得した（XYT1株）。一方、キシリトール
を資化できない変異株の単離は、MacConkey 培

地を改変した培地を用いて行った。本培地は、
腸内細菌等のグラム陰性桿菌（Escherichia coli、
Salmonella、Shigella等）の分離培地として開発さ
れたもので、元々はこれらの菌を分離するために
炭素源としてラクトースが培地に加えられるが、
本研究では、ラクトースの代わりにキシリトール
を加えている。培地に含まれるニュートラル・レッ
ドの働きにより、炭素源（キシリトール）が資化
された場合は、糖代謝で生成する有機酸により培
地の pHが酸性化し、赤色のコロニーが形成され
る。一方、炭素源を資化しない場合には、培地中
のペプトンが資化され白色のコロニーが形成され
る（図１）。
　以上のように、コロニーの色で資化能を判別す
ることにより、特定の炭素源を資化することがで
きない変異株も容易に取得することが可能となっ
た。キシリトール資化性のXYT1株にトランスポ
ゾン変異をかけ、2.6 x 104個のトランスポゾン挿
入体から、13個のキシリトール非資化性の変異株
を得ることができた。

 

食品バイオテクノロジー研究領域　機能分子設計ユニット　榊原　祥清

微生物の新規糖代謝経路の解明
　　～有用糖質生産への利用

（Ａ）

（Ｂ）

（Ｃ）

図１．P. ananatisの野生株及びキシリトール変異株．
キシリトールを含むMacConkey 寒天培地上
に塗布．
（A）野生株　　（キシリトール非資化性）
（B）XYT1 株　（キシリトール資化性）
（C）ΔXDH株（キシリトール非資化性）
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３．xytオペロンの解析
　キシリトール資化能を失った13株のうち、キ
シリトールの代謝に直接関与する遺伝子が破壊
された変異株を選抜するために、これらの変異株
の xylitol dehydrogenase 活性を調べた。xylitol 
dehydrogenase は、キシリトールの代謝経路の
最初の反応（キシリトール→キシルロース）に関
わっていると考えられる酵素である。13変異株の
うち、1株が活性を全く示さなかったため、この
株（ΔXDH株）よりゲノム DNAを抽出し、ト
ランスポゾン挿入部位の遺伝子配列を解析した。
　その結果、トランスポゾンは short - chain 
dehydrogenase/reductase family と呼ばれる一
群の酸化還元酵素と相同性のある遺伝子（xytA）
中に挿入されていた。この遺伝子の下流にはさら
に６個の遺伝子（xytB -G）が連なっており、xytA
～ xytGの７個の遺伝子が単一のオペロン（xytオ
ペロン）を形成していると考えられた（図２）。
配列から推定される各遺伝子産物を表１に示し
た。興味深いことに、このオペロン内には、xytA
の他にもう一つ酸化還元酵素をコードする遺伝
子（xytF）が存在していた。両遺伝子を大腸菌内
で発現させ、各々の基質特異性を調べたところ、
XytA は確かにキシリトールをキシルロースに変
換したが、XytF はキシリトールには反応せず、
L-アラビトールに対して酸化活性を示した。

４．xytオペロンの発現制御
　xytAの上流側、約300塩基離れた相補鎖に、抑
制型の転写制御因子である DeoR と相同性を示
す遺伝子（xytR）が存在していた（図２）。細菌の
糖質代謝関連のオペロンの上流にはDeoR ファミ
リーに属する転写調節因子がしばしば見られる
ことから、xytオペロンの発現調節にもXytR が
関与していることが示唆された。キシリトール資
化性の XYT1株とキシリトール非資化性の野生
株について、xytR遺伝子の比較を行ったところ、
野生株では完全長（260アミノ酸）と推定される

XytR がコードされていたのに対し、XYT1株で
はN末端から149番目のセリンが終始コドンに変
わっており、XYT1株では C末端側を半分近く欠
いたXytR が合成されていると考えられた。以上
の結果より、XYT1株では抑制型転写制御因子で
あるXytR が変異により不活性となり、xytオペ
ロンの発現が活性化されることにより、キシリ
トールを資化できるようになったのではないかと
推測された。

５．有用糖質生産への利用（今後の展開）
　今回単離したオペロンに含まれる xytAは、キ
シリトールを L 体のキシルロースに酸化する
L-xylulose reductase（EC 1.1.1.10）であり、大
腸菌内においても活性を有した形で発現させる
ことが可能であった。著者らは、この P. ananatis
由来のL-xylulose reductase を変換経路の一部に
利用することにより、未利用バイオマスに含まれ
るペントースである L-アラビノースからキシリ
トールを組換え大腸菌で生合成することに成功し
ている。
　他方、XytF については、L-アラビトールを酸
化することはわかったが、精製酵素を用いてさら
に詳細な解析を進めている。
　xytオペロンはキシリトールの資化性を指標に
単離してきたものであるが、解析の結果、キシリ
トールだけでなく、L-アラビトールの代謝にも関
与するオペロンである可能性が示唆された。これ
まで細菌において L-アラビトールの代謝系は報
告されておらず、本オペロンの詳細な解析により、
新たな微生物糖代謝経路が明らかになるだけでな
く、有用糖質生産にとっても新たなツールが加わ
るものと期待している。

参考文献
１） Doten, RC and Mortlock, RP: J Bacteriol, 161, 
529－533 （1985）.

表１．xytオペロンにコードされる遺伝子産物

Gene Length（bp） Product
xytA
xytB
xytC
xytD
xytE
xytF
xytG

795
936
612
1527
1068
795
1473

L-Xylulose reductase
ABC transporter, substrate-binding protein
Unknown (lipoprotein)
ABC transporter, ATP-binding protein
ABC transporter, permease protein
Oxidoreductase
Invasin-like protein

図２．xytオペロンの模式図．
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　第36回 UJNR 食品・農業部会が、平成19年10
月21日より25日にかけてエポカルつくば国際会議
場において開催された。日本側は本省国研課か
ら３名、当所から77名（うち国連大学研修生５
名と JICA 研修生３名含む）、JIRCAS から２名、
中央水研から１名、国立健康・栄養研究所から４
名、大学から３名（筑波大・九大・北大）の計90
名、米国側から、それぞれ東部研（ERRC）、西
部研（WRRC）、南部研（SRRC）、国立農業利用
研究センター（NCAUR）、リチャードラッセル
研（RBRRC）、ベルツビル栄養研究研（BARC）、
ジョージア大学、民間企業から計33名（同伴者
を加えると42名）の参加を得た。本部会では、ま
ず日本側議長の林徹所長による ｢ 我が国におけ
る農業と食品産業の実態 ｣ というタイトルでの
開会挨拶ではじまった。次いで農林水産技術会議
事務局須賀国際研究課長による ｢農林水産省の研
究戦略 ｣、USDA-ARS 国際共同研究事務局担当
官のWhung 氏による ｢USDA-ARS の国際共同
研究プログラム－重要な例 ｣、一色北大教授（前
内閣府食品安全委員会事務局次長）による ｢ 我
が国における食品安全と食品関連の問題 ｣、講演
予定者（WRRC 技術移転事務局次長補Martha 
Steinbock 氏）急病のためDr.Mackeon が代わっ
て行った ｢ 国際共同研究成果の技術移転と知的
所有権管理について ｣、北村食品工学研究領域長
による ｢ アジアにおけるバイオマス－バイオマ
ス・アジアワークショップの概要とトピックス ｣、

RBRRC の Dr. Akin による ｢ バイオマス変換の
パラダイム ｣の６つの基調講演が行われた。
　今年度も、昨年同様６つのテクニカルセッショ
ンで研究発表及び活発な討議が行われた。今年度
は、林所長の発案でテクニカルセッション最終日
の午後に当所の若手職員やポスドクの研究紹介を
主としたポスターセッション（26課題）を行い米
国側の参加者から好評を得た。
（川本伸一）

【機器分析セッション】このセッションは昨年
（2006年）から設けられた新しいセッションで、
座長はRBRRCの David S. Himmelsbach 氏と食
総研の河野澄夫が務めた。 
米国側より、農業や食品工業用の携帯型近赤外
装置の開発（University of Georgia, James, A. de 
Haseth）、植物オイル・ニュートラシューティカ
ルズ・機能性食品における機能脂肪分析のため
のHPLC・HPLC-MS・脂質メタボローム解析法
（ERRC, USDA, Robert A. Moreau）、近赤外イメー
ジング装置とその農業への応用（RBRRC, USDA, 
Kurt C. Lawrence）、バイオマス副産物の LC-
SPE-NMRによる識別（RBRRC, USDA, David S. 
Himmelsbach）、近赤外小型センサーの産業への
応 用（RBRRC, USDA, Franklin E. Barton, II）、
可変レーザーを用いた迅速・高分可能イメージ
ング（The Procter & Gamble Company, Curtis 
Marcott ）に関する研究発表があった。

第36回日米天然資源の開発利用に関する日米会議（UJNR）
食品・農業部会

Dr. Akins 氏講演 UJNR参加者全体写真
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　一方、日本側より、近赤外分光法による残留農
薬の迅速測定（食総研、河野澄夫）、質量分析法
による生理活性物質の構造解析（食総研、亀山眞
由美）、走査型プローブ顕微鏡による食品素材と
生体のナノレベル解析（食総研、杉山滋）、ICP で
測定した無機成分による黒大豆の産地判別（食
総研、堀田博）、MRI による調理スパゲティ内の
水分分布の観察（食総研、吉田充）、味覚関連脳
機能研究ツールとしての機能的近赤外分光分析
法（食総研、壇一平太）に関する研究発表があっ
た。また、機器分析に関連して、近赤外分光法
による生乳一般生菌数の迅速測定（食総研、S. 
Saranwong）のポスター発表があった。
　米国側の発表は機器開発に関連する内容が多
かったのに対し、日本側は近赤外分光法・質量分
析法・走査型プローブ顕微鏡・ICP・MRI・機能
的近赤外分光分析法など色々な分析機器の食品分
野への応用が中心であった。当該セッションが誕
生してまだ２年目（２回目）であることから、当
該セッションで検討すべき課題がまだ不明確で、
今後、米国との調整が必要と感じられた。
（河野澄夫）

【食品の栄養・機能性セッション】米国側から４、
日本側から７件の講演が行われた。アレルギー関
係では低アレルゲン性ピーナツの開発の観点から
種々の品種のピーナツのアレルゲン分析の結果が
報告された。また、糖の吸収を抑制し糖尿病予防
を図るという目的で、食品中のα－グルコシダー
ゼ阻害物の簡易検索法に関する研究報告があっ
た。また、DNAマイクロアレイによる解析でケ
ルセチンがマウスの実験的糖尿病による遺伝子発
現の変化を緩和し、糖尿病予防効果を発揮するこ
とが示唆された。ラットを用いた実験で EPAや
DHAを含む構造脂質、大豆イソフラボン、ゴマ
リグナンが脂質代謝に与える影響の解析結果が報
告された。さらに、ハムスターにおいて肥満予防
効果を示す水溶性繊維が、脂肪組織や肝臓の代謝
に関わる数多くの遺伝子の発現を変化させるとす
る報告があった。柑橘類 Citrus aurantiumはアド
レナリン作動性の成分を含むため抗肥満効果が発
現するとの報告がある。そこで、同じくアドレナ
リン様作用を介して抗肥満効果を発揮するとされ
るカフェイン、カテキンとの組み合わせが肥満パ
ラメーターやカテコールアミン代謝に与える影響
がラットを用い検討されたが、明確な効果はなく、
むしろ安全性の面から危惧される可能性が示唆
された。ヒトを用いた試験では乳漿タンパク質に

肥満予防効果が確認できたとする成果が発表され
た。また、豆類中に含まれるフィトアレキシンの
抗酸化作用や抗エストロゲン作用、大豆に含まれ
るプロテアーゼ阻害剤の抗がん作用の分子メカニ
ズムの詳細などに関する報告も行われた。いずれ
の報告も食品の疾病治療・予防効果という観点か
ら重要で、興味深いものであり、活発な討議と意
見交換が行われた。今後とも日米間における人的
交流や試料・研究情報の交換等を通して栄養・機
能性研究のさらなる発展が期待される。
 （井手隆）

【バイオカタリシス＆バイオテクノロジー】
　当セッションでは12題の発表が行われ、活発に
討議、意見交換がなされた。脂質に関するもの３
題（米国２題、日本１題）、糖質に関するもの５
題（米国１題、日本４題）、バイオエタノールに
関するもの２題（米国１題、日本１題）、ゴムの
生合成（米国）、トマトの熟成（日本）であった。
昨年と同様に、日本側の発表は基礎的研究が多く、
米国側の発表は応用を目指したものが多かった
が、米国からもイナゴマメのカスター油の生合成
に関与するアシルトランスフェラーゼ、タンポポ
のゴム生合成など基礎研究の成果が発表された。
また、日本からは安全性の面から話題となってい
るトランス脂肪酸のＨＰＬＣを用いた分析手法に
ついての報告もなされた。
　Mortierella 属カビの生産する不飽和脂肪酸の
生産に関する報告、 イネラフィノース合成酵素遺
伝子の発現と性質、サイクロデキストラン合成酵
素の活性発現に必須なアミノ酸の同定、ダイズモ
ラセスを用いた生分解性ポリマー生産のためのα
－ガラクトシダーゼ遺伝子導入によるスタキオー
スの分解、トマトの熟成を制御する遺伝子とその
制御メカニズム、ビフィズス菌におけるラクト
－Ｎ－ビオースの代謝経路、大腸菌によるアラビ
ノースをキシリトールに変換する代謝工学技術等
について発表がなされた。また、地球温暖化抑制
の切り札としてのバイオエタノール関連の発表と
して、日本における新しいプロジェクトの紹介が
なされ、米国からはより具体的に麦わらの前処理
によるエタノール生産に関する発表がなされた。
　本セッションでは小林と ERRCの Solaiman の
間で既にα－ガラクトシダーゼ遺伝子を用いた
モラセスの利用について共同研究が進められてお
り、イネ由来遺伝子の導入によるモラセス中のス
タキオース分解についての発表がなされた。ソ
フォロリピッドの酵素改変などについては、ラ
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フィノース合成酵素の利用について共同研究のた
めの予備的な検討が加えられる事になった。糖を
糖アルコールへ変換する技術についても日米がそ
れぞれ得意な技術を持ち寄り、今後情報交換しな
がら検討を続けてゆくことになった。
　このようにそれぞれの得意な領域、技術を持ち
寄る事による国際的な共同研究が広がりを持って
動き始めており、今後一層の研究交流が期待され
る。（小林秀行）

【食品安全セッション】昨年に比べ各セッション
ともに発表課題数が増加し、「食品安全」セッショ
ンも、日米双方６課題ずつの計12課題を一日かけ
て行うスケジュールであった。日本側からは、①
熱水処理によるもやし種子のサルモネラおよび大
腸菌O157殺菌（食品衛生ユニット・バリ：五十
部業務推進室長との共同）②タンパク質拭き取り
法の自主衛生管理への応用と実証試験（食品衛生
ユニット・川崎）③リステリア・モノサイトゲネ
スの遺伝子塩基配列解析による系統グループ同定
と迅速検出（九大・宮本教授）④細菌不活化の予
測モデル（食品高圧技術ユニット・小関）⑤放射
線照射によるミニトマトの汚染リステリア・モノ
サイトゲネス制御とアレンゲン性への影響（上席
研究員・等々力：食品衛生ユニット・GMO検知
解析ユニットとの共同）⑥大腸菌O157のバイオ
フィルム形成への糖の影響（生物機能利用ユニッ
ト・金子：食品衛生ユニットとの共同）関する研
究発表が行われた。米国側からは、①植物由来の
天然抗菌物質を用いた牛挽肉加工品のウェルシュ
菌制御（USDA-ERRC の Dr.  Juneja：食品衛生
ユニットとの共同研究）②ナノ粒子を用いた食中
毒菌検出（USDA-RBRRC・Dr. Park）③酸性野
菜加工品における大腸菌O157の動態（NC State 
University・Dr. Breidt）④ カンピロバクター・
ジェジュニにおけるシグナル伝達機構と鶏肉汚染 
（USDA-WRRC・Dr. Quinones） ⑤パルミチン酸
とその放射線照射によるユニーク生成物の2-ド
デシルシクロブタンによる核断片化誘導（USDA-
ERRC, Dr. Sommers）⑥カンピロバクターのス
トレス応答とバイオフィルム形成に関する研究発
表が行われた。今回のセッション発表では、日米
共同研究のものが１課題また所内のユニット間の
共同研究のものが３課題あった。昨年に引き続き
今回も日米研究者間で共同研究の可能性に関して
活発な意見交換が行われており、今後の一層の共
同研究の推進を期待したい。
（川本　伸一）

【加工セッション】加工セッションでは、米国
農務省農業研究部国立農業利用研究センター
（USDA-ARS-NCAUR）の Sevim Z. Erhan、食
品総合研究所の北村義明および鍋谷浩志が座長
を務めた。米国側からは、「グリセリンの航空機
用解氷材としての利用」（USDA-ARS-NCAUR、
Sevim Z. Erhan）、「食品加工工程からの不良製品
のリアルタイム迅速除去」（USDA-ARS-WRRC、
Ronald Haff ）、「バイオ燃料生産用原料として
の草本性エネルギー作物の開発」（USDA-ARS-
NCAUR、Bruce S. Dien）、「乳を素材とした生
分解性プラスチック用バイオ複合材料の開発」
（USDA-ARS-ERRC、Charles I. Onwulata）、「ポ
リ乳酸 / シュガー・ビート・パルプ複合材料に
おける重合メチレン・ジフェニル・ジイソシア
ネートのカプリング剤としての利用」（USDA-
ARS-ERRC、LinShu Liu）および「大豆由来の
ハイドロゲルのバイオメディカル分野での利用」
（USDA-ARS-NCAUR、Zengshe Liu）に関する
６件の研究発表があった。日本側からは、「鶏肉
由来の抗酸化ジペプチドの精製・濃縮と食品産業
での利用」（食総研、鍋谷浩志）、「近赤外分光イ
メージングを用いた大豆種子内の水分分布の可視
化」（食総研、蔦瑞樹）、「高圧を用いた食品の加工」
（食総研、山本和貴）、「マイクロバブルの製造技
術と食品産業における応用」（食総研、椎名武夫）、
「食品産業における過熱水蒸気の応用」（食総研、
五十部誠一郎）および「各種微生物の不活化のた
めの電界処理法の開発」（食総研、植村邦彦）に
関する６件の発表があった。例年通り、米国側は、
農産物の非食利用（エネルギーあるいは工業製品
としての利用）に関する研究が中心であるのに対
して、日本側は食品産業を対象とした加工・計測
技術の開発に関する研究が中心であり、着目する
分野が多少異なってはいるものの、交流は深まっ
てきている。本年度からは、日本側において、バ
イオマスエネルギー関連の大きなプロジェクトが
スタートしていることから、今後は、目的の共通
する分野での協力の機会が増えるものと期待され
る。特に、バイオエネルギー生産工程から排出さ
れる副産物の利用に関しては、連携可能な課題が
すでにいくつか想定される。今後とも、日米間に
おける人的交流や試料・研究情報の交換を通じて、
農産物の加工分野における技術発展が加速される
ことを期待する。
（鍋谷浩志）　



― 11 ―

― 食総研ニュース　No.20（2008） ―

【穀類品質セッション】米国側から５件、日本側
から６件の計11件の発表が行われた。米国側から
は、米のフレーバー成分の分析・官能検査の動向、
米穀粒のひび割れ耐性、近赤外を用いた穀類の乾
燥および汚染防除および製粉特性の改善、ＮＭＲ
によるアミロース /アミロペクチン比の決定、食
物繊維含有量の高い全粒大麦およびライ麦パンの
開発について発表があった。また、日本側からは、
人における咀嚼特性解析による餅のテクスチャー
評価、ＰＣＲ法による米加工製品の原料米品種判
別、低アミロース小麦のデンプンゲル物性評価、
穀粒中のデンプン顆粒におけるデンプン集積の解
析、高圧二酸化炭素を用いた貯穀害虫制御、いん
げん豆粉蛋白質のペプシン消化耐性について発表
を行った。穀類の品質評価においては、主として
デンプンの特性に由来する物理特性が一つの重要
な因子となってくる。本セッションにおいて、穀
粒でのアミロースの分布や、アミロース /アミロ
ペクチン比の決定法、さらに、デンプンゲル物性
評価、新規食品（餅）の咀嚼特性評価について日
米両サイドから特色のある研究内容が発表され、
活発な議論が行われた。日米両国において、加工
品の原料表示や、メタボリックシンドローム、食
物アレルギー等については関心が高く、加工製品
原料のＰＣＲによる判別、食物繊維含量の高い全
粒パンの開発や、蛋白質消化耐性制御について有
意義な情報交換を行うことができた。また、流通
段階での穀物のロスは世界的に深刻な問題となっ
ており、貯蔵害虫制御、穀粒のひび割れ耐性の向
上、穀粒の乾燥・汚染防除法の研究開発は今後益々
重要な課題となってくる。このような穀類利用分
野における多彩な研究情報交換や、人的交流を通
じて、さらに日米の協力関係が発展することが期
待される。
（門間美千子）

【最後に】上記の各テクニカルセッションとポス
ターセッションの他に、一日のスタディツアー
が開催された。スタディツアーでは、独立行政
法人医薬基盤研究所薬用植物資源研究センター、
JIRCAS、キッコマーン野田工場およびアサヒ
ビール守谷工場の視察を行った。
　米国側議長の Dr. Barton が今回の UJNR を
最後に引退することとなり、来年から USDA-
NCAURの Dr. Erhan が後任を務めることが報告
された。また日本側の下記の３つのセッション
で来年度からリーダーが交代することが報告され
た。①食品安全：現川本リーダーから山本食品高
圧技術ユニット長へ②食品の栄養・機能性：現井
手リーダーから小堀機能性評価技術ユニット長へ
③バイオカタリシス＆バイオテクノロジー：現小
林リーダーから北岡酵素研究ユニット長へ。なお、
来年は米国側新議長の所属する研究所近郊のシカ
ゴで開催の予定である。
（川本伸一）

Barton 氏から Erhhan 氏へBarton 氏へ感謝の盾を林所長より贈呈

医薬基盤研究所薬用植物資源研究センターにて
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　2007年11月１日、従来から人気のあった「貯
穀害虫・天敵図鑑」（３年半で22万件のアクセ
ス）を包含する形で、食品総合研究所のウェブ
ページに食品害虫サイトを開設しました（図１、
http://nfri.naro.affrc.go.jp/yakudachi/foodinsect/
index.html）。このサイトは、食品に被害を与える
害虫（おもに食品に混入する異物として昔から
問題になっている貯穀害虫）に関する様々な知
識を集約し、問題に対処できる情報を共有でき
る場として、食品関係者だけでなく一般消費者
にもお役に立つことを目指しています。

　食品害虫サイトには次のメニューが用意されています。
（1）NEWS
　　新着情報を掲載します。
（2）この虫何？（図２） 

目の前で食品に混入している虫の正体を知りたいと誰しもが思います。実際、これまでのお問い合
わせのうちかなりの割合を占めています。ここではフローチャートに沿ってご自分で簡単に虫を検
索できます。探し出した虫は「貯穀害虫・天敵図鑑」にリンクしていますから、虫の生態や形態な
どに関する詳しい情報も入手することができます。お問い合わせの手間を少しでも省くことができ
れば幸いです。

（3）図鑑（図３） 
貯穀害虫・天敵図鑑です。食品害虫サイト開設にあたり、一部修正を加えました。
登録種数は52 種（蛾：９種、甲虫34 種、チャタテムシ：１種、天敵：８種）です。

（4）コラム（図４、５） 
食総研の食品害虫研究者が虫に関する様々な話題を提供していきます。将来は公に投稿を受け付け
ることも検討しています。

（5）クイズ（図６） 
食品害虫に関するクイズ集です。食総研の研究者による出題で、かなり難しいのですが、解説まで
理解すると他人に自慢できる知識になります。

（6）FAQ 
お問い合わせの多い質問を掲載しています。

（7）用語集
専門用語を解説しています。

（8）LINK 
関連する情報を公開している組織のリンク集です。

食品害虫サイトの開設

図１．食品害虫サイトのトップページ
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　食品害虫サイトのコラムや食品クイズなどで、「EgoChat」（エゴチャット）という新しいプレゼンテー
ションシステムを使っています。これは京都大学・久保田秀和研究員が中心になって開発した分身エー
ジェントシステムです。コンピュータの中の分身エージェントが本人に代わって、図を使いながら音声と
簡単な動作を交えて説明します（図５、６）。自動的に質問に答える機能を付加することもできます。こ
のような擬似的な会話形式を採用することにより、サイトにアクセスした方に対して文字だけのページよ
りも強い刺激を与えられるので、記憶に残るサイト作りが可能になります。EgoChat システムの優れ
た点は、このようなコンテンツを手軽に作成できることです。小さな追加や変更を簡単におこなえますか
ら、強力な広報グループがない組織でも頻繁にサイトを更新することが可能です。

　食品害虫サイトの基本理念は、ウェブ上で、関係者がそれぞれの立場を越えて集い、互いの情報を共
有し、考え方・価値観を理解する場を提供することです。主張を含んだ情報を一方的に発信されると、
情報を受け取る側は無批判に納得するか、押しつけを感じて拒絶するかという、極端な反応を示しがち
です。食品害虫サイトは、価値観の違う者が長期にわたって穏やかに議論できる環境づくりを目指します。
現在、食品害虫サイトの双方向機能は十分ではありませんが、高いポテンシャルを持ったEgoChat シス
テムを利用して、ウェブ上で中庸で建設的なコミュニティを構築したいと考えています。

　お問い合わせ、ご興味のある方は、www-nfri@naro.affrc.go.jp までご連絡ください。
 

図２．「この虫何？」（混入した虫を検索するページ）の画面
ボタンをクリックすると、簡単な解説のページ
にジャンプします。そのページからさらに「貯
穀害虫・天敵図鑑」を参照することができます。

図３．「貯穀害虫・天敵図鑑」の例

図４．「コラム」の例

図５．「コラム」の例
（EgoChat 版）

図６．「クイズ」の例（EgoChat 版）
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　平成19年11月９日（金）つくば国際会議場（エポカルつくば）にて、「食品総合研究所研究成果展示
2007」・「第25回食品総合研究所公開講演会」が開催された。これらは、関東農政局および社団法人食品
需給研究センター主催の「食品産業クラスター形成促進フェア2007」、フード・フォーラム・つくば企
業交流展示会および、つくば近隣の産学官連携組織BioTsukuba 主催の「BioTsukuba 交流展示会」並
びに、今回は茨城県の加工食品の展示を合わせた大きな企画である「フード・テクノフェア in つくば
2007」の主要なイベントである。フード・テクノフェア in つくばとして今回は３回目を迎え、企画の
内容および、つくばエクスプレス開通による都心方面から会場へのアクセスの良さの認知度が向上して
きたと思われ、参加者は昨年並みの約700名にのぼった。また、今回は会場内における人の流れが良かっ
たようで、終日来場者が各会場に満遍なく分散し、一部のイベント会場が過度に混雑することなく快適
な環境下で、熱心な討論および意見交換などの交流がおこなわれた。

フード・テクノフェア in つくば 2007　開催行事一覧
（敬称略）

開会式（多目的ホール）      9：20～ 9：30
　挨拶　㈳食品需給研究センター　　　　　　　　　専務理事　石井　正昭
　　　　（独）農業・食品産業技術総合研究機構　食品総合研究所　所長　林　徹

（食品総合研究所研究成果展示会2007）
１．研究成果展示会（多目的ホール）    9：30～ 16：00
「全研究者が提供　研究成果100選」をテーマに、担当研究員による説明（機械等の展示も含む）、
休憩スペースにてコンピューターによる人口音声を用いた全課題の概要紹介（Ego Chat）、食総研
の組織紹介ポスター展示をおこなった。

２．食品総合研究所第25回公開講演会（中ホール）  13：00～ 14：00
「食総研発の研究技術の実用化」をテーマに最近、食品総合研究所が開発した４つの研究技術を紹
介しました。
１）おいしさをあらわす日本語　－食感を描写する言葉のリスト－
　　　　　　　　　　食品機能研究領域　食品物性ユニット 早川　文代
２）タンパクふき取り法による自主衛生検査　－食品製造現場での活用と有効性－
　　　　　　　　　　食品安全研究領域　食品衛生ユニット 川崎　　晋
３）国産タマネギの産地判別　－DNAマーカーによる品種識別と無機元素分析－
　　　　　　　　　　食品分析研究領域　分析ユニット長 堀田　　博
４）食品照射履歴検知技術の実用化　－光ルミネッセンス（PSL）の活用－
　　　　　　　　　　食品工学研究領域　反応分離工学ユニット 蘒原　昌司、鍋谷　浩志
　　　　　　　　　　食品安全研究領域　上席研究員  　　 等々力　節子

研究成果展示会2007（報告）
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（食料産業クラスター促進技術フェア）
１．食料産業クラスター関連団体等ポスター展示（大会議室101、102） ９：30～ 16：00
　　　　28組織のポスター展示
２．ショートプレゼンテーション午前の部（大会議室101、102）  11：00～ 11：50
　　ショートプレゼンテーション午後の部（大会議室101、102）  14：00～ 15：30
　　クラスター事業の紹介、成果発表等

（フード・フォーラム・つくば企業交流展示会）
　　ポスターおよび機器等の展示（大会議室101、102）   9：30～ 16：00
　　　　フード・フォーラム・つくばに参加している企業の展示

（茨城県の加工食品の展示）
　　ポスター展示および試飲・試食等（大会議室101、102前）  9：30～ 16：00
　　　　茨城県内企業の展示

（BioTsukuba 交流展示会）
　　ポスターおよび機器等の展示（多目的ホール）   9：30～ 16：00
　　　　BioTsukuba 会員11企業と BioTsukuba の展示

成果展示会2007風景2

第25回公開公演会風景 成果展示会2007風景1

茨城県の加工食品展示風景
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　日本官能評価学会より、平成 19 年度日本官能評価
学会大会において、「優秀研究発表賞」を受賞し、表
彰状が授与されました。日本官能評価学会は人の五感
を用いた物や人の特性の測定に関する学理および応用
の研究の推進、その知識の普及、情報提供、啓蒙活動

を行う学会で、官能評価を中心とした関連分野の研究者、教育者および技術者が参
加している。この度の岡本の受賞は、昨年度の学会大会において発表された「官能
評価中のパネルの脳活動：fNIRS 研究」が高く評価されました。

　発表要旨
　官能評価過程を認知神経科学的に検討する目的で、官能評価中のパネルの脳活動を測定した。12 名
のパネルについて、市販茶飲料に対する Same-diff erent test を行う際の脳活動を、単に茶を味わう場
合と比較したところ、左右の前頭前野に有意な活性が認められた。これらの領域は、言語的（左脳）、
非言語的（右脳）記銘を行う際に活性が報告されている領域であり、茶官能評価中に、このような機能
が関与する可能性が示唆された。
　　岡本雅子 　 （独）農研機構 食品総合研究所 食認知科学ユニット
　　檀はるか 　 （独）農研機構 食品総合研究所 食品物性ユニット
　　Archana Singh （独）農研機構 食品総合研究所 食認知科学ユニット
　　早川文代  （独）農研機構 食品総合研究所 食品物性ユニット
　　Valer Jurcak （独）農研機構 食品総合研究所 食認知科学ユニット
　　鈴木建夫  県立宮城大学
　　神山かおる （独）農研機構 食品総合研究所 食品物性ユニット
　　檀一平太  （独）農研機構 食品総合研究所 食認知科学ユニット

日本官能評価学会平成19年度大会優秀　研究発表賞
官能評価中のパネルの脳活動：fNIRS研究

　　　　　　　　　岡本　雅子 
　　　　　　　　　食品機能研究領域    
　　　　　　　　　食認知科学ユニット
　　　　　　　　　機構特別研究員

　本発表では、単結晶シリコン基板上に加工された大きさが均一な並列微少流路であるマイクロチャネ
ル（ＭＣ）アレイを介して液滴材料である分散相を連続相中に圧入することで、サイズ分布が非常に狭
い非球形微少液滴を作成できる手法について報告しました。前非球形微少液滴の作成におけるチャネル
寸法の影響や非球形微少液滴の安定性について検討しました。また、ＭＣアレイを用いた非球形微少液
滴の形状制御手法についても報告しました。

第60回コロイドおよび界面化学討論会ポスター賞
マイクロチャネルアレイによる均一サイズの非球形小液滴

　　　　　　　　　小林　　功
　　　　　　　　　植村　邦彦 
　　　　　　　　　食品工学研究領域    
　　　　　　　　　先端加工技術ユニット
　　　　　　  中嶋　光敏 
　　　　　　　　　筑波大学大学院生命科学研究科 
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　米国アナハイムで開催された第121回 AOAC
国際年次総会・展示会 （AOAC International 
Annual Meeting & Exposition） に2007年９月16
日から18日まで参加した。本学会は分析法の開
発と妥当性確認を専門とするため、従来行われ
てきた化学分析、微生物検査だけでなく、近年
重要性が増してきたバイオ分析などにも重点が
置かれている。参加者は開催国であるアメリカ
を中心に、カナダ、ベルギー、インドなどの大
学、企業、政府機関からであった。筆者の所属
するユニットでは遺伝子組換え （GM） 作物の検
知法をテーマとして、AOACの年次総会には過
去2001年、2003年に参加している。筆者はこれ
らのうち2003年に”Identifi cation of Genetically 
Modifi ed maize by Multiprex PCR ”（マルチプ
レックス PCR 法による GMトウモロコシの検
知）というタイトルで発表を行ったが、今回は”
A Qualitative Detection Method for Genetically 
Modifi ed Alfalfa J101 and J163 Events”（GMア
ルファルファ J101及び J163系統の定性検知法）
というタイトルでポスター発表を行った。2003年
は GM作物の基礎的な検知技術開発が世界的に
進められた黎明期であったため十数課題の発表が
あったと記憶しているが、最近では我々が開発し
たプラスミドを用いる手法を含め ISO 等の国際
機関において標準となる分析法が示されている。
このように、GM作物の検知技術開発は基礎的な
段階から個々の作物を検査するための検査法へ
の応用段階に移っているためか、日本以外ではチ
リ、韓国の２カ国のみが発表を行っていた（計５
課題）。また、ポスター発表と併行して認証標準
物質の利用方法、技能評価試験、アレルギー検査
を始めとするシンポジウムが開催され、総論的な
内容の講演を視聴した。
　穀物の流通形態の状況視察では、９月20日に先
ず米国における穀物の流通形態や各流通地点で行
う検査等の現状を理解するため、ニューオリンズ
近郊に位置する全農グレイン株式会社 （Zen-Noh 
Grain Corporation） のリバーエレベーターを訪問

し、非 GM作物と GM作物とを混ざらないよう
にして輸送するシステムである分別流通生産管理
［Identity preserved （IP） handling］について、
パージを利用して集積した穀物を輸出船へ積み込
む行程を視察した。リバーエレベーターの検査室
では一度に多検体のサンプルを処理するため、全
行程の機械化と検査の簡略化を進めていたが、こ
こで行っている穀物の検査項目は、安全性未承認
GM作物の定性検査とアフラトキシン濃度の測
定のみであり、安全性が承認済みの GM作物に
ついてはジーンスキャン社 （Eurofi ns GeneScan 
Incorporated） に定量検査を外注しているとのこ
とであった。この理由として、ここでは主に飼料
用の IP ハンドリングを行っていないトウモロコ
シを扱っており、IP ハンドリングが必要なトウ
モロコシは全体量の約10％に過ぎないこと、港の
エクスポートエレベーターへのはしけ輸送には約
1週間から10日が必要となるため、その間にサン
プリングや検査を行う方が効率的であるとのこと
であった。次いで、ニューオリンズ市内のジーン
スキャン社を訪問し、はしけでのサンプリング法
について担当者から説明を受けると共に、輸出用
穀物の検査施設を視察した。
　食品分析分野を代表する国際学会に参加し、米
国における穀物の流通過程と検査の現状を視察で
きたことは極めて有益であり、この経験を今後の
研究活動および行政に対する協力等の業務に活か
してゆきたいと考えている。

食品分析研究領域　GMO検知解析ユニット　古井　　聡

第121回AOAC国際年次総会・展示会への
参加および米国における穀物の流通形態の状況視察
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日　　付 配　　属　　先 配　　属　　元 氏　　名
19. 9.30 命　農林水産技術会議事務局

　　研究開発課課長補佐（研究推進班）　
企画管理部連携共同推進室
 研究技術普及チーム長

濱　松　潮　香

19.10. 1 命　食品工学研究領域製造工学ユニット長 農林水産技術会議事務局
研究開発課課長補佐（研究推進班）

岡　留　博　司

19.10. 1 命　企画管理部連携共同推進室
　　研究技術普及チーム長

微生物利用研究領域主任研究員
（発酵細菌ユニット）
兼　企画管理部業務推進室

荒　平　正緖美

19.10. 1 命　食品素材科学研究領域主任研究員
　　（蛋白質素材ユニット）
兼　企画管理部業務推進室

食品素材科学研究領域主任研究員
（蛋白質素材ユニット）

渡　邊　　　康

19. 4. 1
19.10.29 施行

命　食品工学研究領域主任研究員
　　（ナノバイオ工学ユニット）

食品工学研究領域
（ナノバイオ工学ユニット）

小　堀　俊　郎

19.12.31  辞職（勧奨） 食品バイオテクノロジー研究領域長 小　林　秀　行

20. 1. 1 採用食品機能研究領域（食認知科学ユニット）選考採用 和　田　有　史

20. 1. 1 採用食品工学研究領域（製造工学ユニット）
（平成 22 年 12 月 31 日まで）

任期付採用 五月女　　　格

20. 1. 1 命  食品バイオテクノロジー研究領域長 微生物利用研究領域糸状菌ユニット長 柏　木　　　豊

20. 1. 1

20. 2. 1

20. 2. 1

20. 2. 1

20. 2. 1

命　微生物利用研究領域糸状菌ユニット長

任期満了

任期満了

採用　食品機能研究領域主任研究員
　　　（食認知科学ユニット）

採用　食品工学研究領域主任研究員
　　　（食品高圧技術ユニット）

微生物利用研究領域上席研究員

食品機能研究領域任期付研究員
（食認知科学ユニット）

食品工学研究領域任期付研究員
（食品高圧技術ユニット）

選考採用

選考採用

楠　本　憲　一

檀　　　一平太

小　関　成　樹

檀　　　一平太

小　関　成　樹

人事の動き
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